
1.はじめに

現在、建築資源の有効利用と建築の長寿命化が求められ

ている。建築の長寿命化に伴って、建築L C C における建

築維持管理費の増大が予測される。特に建築躯体に比

べ、建築設備の寿命は短く、その保全、運用如何によっ

て、経済面・環境面に多大な影響を与えることは容易に

考えられる。

近年、建築設備の管理・運用の多くは、経済的・合理的

かつ安全な運営を目的として、中央監視制御されてい

る。これら建築設備の高効率的な運用に際して、制御機

器の重要性が高まるとともに、その適切な管理運用が必

要である。

本研究では、築1 0 年前後の延べ床面積5 0 0 0 ㎡から

15000㎡の事務所ビルを対象とした自動制御機器の保全実

態を把握することが目的である。保全の実態を把握する

ために、点検結果及び修理記録から、それぞれのM T T F

（平均故障時間）及び故障確率密度分布を求め、その保

全状態を考察する。また、本研究は文献1 ）の内容を再検

討し、加筆、修正したものである。

2.調査データ概要及び自動制御機器の分類

今回分析に用いたデータは、1990年から2000年までの

10年間に行われた、関東の事務所用途建築13棟の自動制

御機器に関する某メーカーによる機器販売記録及び点検

記録である。調査対象建物概要を表１に示す。

対象建物は、築1 0 年前後であり、延べ床面積がおよそ

5000㎡から10000㎡程度の事務所ビルである。また、各

データの概要を以下に説明する。

○点検履歴

1991年～2000年の10年間に行われた保守対象の機器レ

ベルの点検結果が記録されたものである。各機器を良

好、調整後良好、要注意、故障の４段階に分類して評価

を行っている。本論においては、点検履歴による故障の

評価をを故障時と捉える。

○機器販売記録

1991年～2000年の10年間に行われた機器及び部品の販

売記録であり、部品から故障対象機器の把握が可能なも

のである。本論においては、機器販売時を機器の機能回

復と捉える。

今回の分析対象は、主に空調・熱源設備の制御に用いら

れる自動制御機器であり、これらを機能別に、セン

サー・計量器、調節器、変換器、操作器の４つに分類し

た。各分類の機能を表２に示す。

表1　調査建物概要

表2　自動制御機器の分類

内容
温度センサー、湿度センサー、流量計等

トランス、電-空変換器等
制御弁、二方弁、電動ボール弁等

アナログ式：調節器の機能がデジタル装置（マ
イクロプロセッサー等）で行われるもの
デジタル式：調節器の機能が電流、電圧空気圧
等のアナログ回路で行われるもの
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3.分析手法

点検履歴及び機器販売記録より、各分類ごとの故障確率

を算出する。信頼性特性値の推定方法には、累積ハザー

ド解析を行い、ワイブル分布パラメーターを求め、その

後形状・尺度パラメーターより故障確率密度関数を算出

する手法を用いた。ワイブル分布による故障率F(t)の算出

式を示す。

建物 用途 述べ床面積(㎡） 竣工年月
建物A 事務所 10000 1984年1月
建物B 事務所 7912 1986年12月
建物C 事務所 6184 1987年9月
建物D 事務所 8000 1987年10月
建物E 事務所 5700 1987年10月
建物F 事務所 11700 1990年7月
建物G 事務所 11200 1990年7月
建物H 事務所 10000 1990年11月
建物I 事務所 8700 1990年12月
建物J 事務所 14000 1991年5月
建物K 事務所 10000 1991年6月
建物L 事務所 9982 1991年6月
建物M 事務所 10000 1992年3月

故障率を算出するに当たり、故障までの時間として集計

する故障は、点検履歴の場合は、要注意及び故障の発見

時とする。機器販売に関しては、記録にある機器及び部

品の発送時とし、部品の発送個数は1 個に対して1 個の機

器に対応するものとして集計した。また、分析対象総個

数は、最新の点検記録（2000年度）の自動制御機器個数

とする。

今回調査したデータが1990年から2000年までの10年間

分であり、それ以前のデータが無いものの、今回対象と

した建物が築1 0 年前後（1 9 9 0 年前後に竣工）であるの

で、記録以前の故障は無いものと仮定し、故障までの稼

働時間は、竣工時から故障時までとした。

F(t)=1−e
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F(t):故障率関数, t:稼働時間

m:形状パラメーター

η:尺度パラメーター
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図1　故障確率密度（センサー・計量器）

図2　故障確率密度（調節器）

図3　故障確率密度（操作器）

4.分析結果及び考察

各分類の集計値及びMTTFを表3に示す。また、分析結

果より得られた故障率の確率密度分布を図１～図３に示

す。変換器の点検履歴において、故障が１件であるため

MTTFは算出できなかった。

結果よりセンサー・計量器に関しては、MTTFにおいて

約6.4年機器販売の方が先行していることがわかる。しか

し、図１の分布から稼働初期においては、故障が先行し

ていることがわかる。

調節器においては、MTTFにおいて点検履歴が14.2年先

行しており、図２の分布より機器の機能が停止してから

回復するまでの時間が長く、稼働1 0 年目において故障し

ている機器の半数が故障したままであることがわかる。

操作器においては、MTTFにおいて点検履歴が44.2年先

行しており、図３より稼働年数７年目までは、故障と回

復は同時であるが、それ以降は故障しているものが増加

し、稼働10年目で故障した機器全体の70％、20年目にお

いては約30％しか機能を回復されない結果となった。

5.まとめ

本論において点検履歴と機器販売記録より故障率を算出

し、保全の実態を考察した。その結果、自動制御におい

て機能停止になってから、停止状態で数年置かれる機器

が存在し、経年によりその個数が増加傾向になることが

明らかになった。機器販売は人為的なものであるため、

故障率を安易に算出することはできないが、調査期間の

1 0 年間において機能停止した状態で数年置かれる機器が

多く存在していることがわかった。

また、自動制御機器は、建築設備においては微々たるも

のであるが、機能停止による空調設備に与える影響、特

にエネルギー損失、快適性などを調査し、今回の結果に

指標として加えることが今後の課題になると考えられ

る。

表3　各分類の集計結果及びMTTR

点検履歴 機器販売
総個数 860 860
故障個数 76 57
打ち切り数 784 803
m 2.80 6.33
η 23.89 16.85
MTTF（年） 21.3 15.7
総個数 3006 3006
故障個数 52 44
打ち切り数 2954 2962
m 2.71 2.57
η 34.92 50.85
MTTF 31.1 45.2
総個数 1235 1235
故障個数 1 24
打ち切り数 1234 1211
m 3.57
η 22.08
MTTF 19.9
総個数 2249 2249
故障個数 59 31
打ち切り数 2190 2218
m 3.45 1.98
η 30.79 81.08
MTTF 27.7 71.9
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